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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項  １．ユーティリティ設備等の運用管理  ａ．蒸気供給設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １ａ．１ 蒸気ボイラーの空気比の管理 

評価内容 

全ての蒸気ボイラーの空気比が、どの程度管理されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 目標空気比 基準空気比 
基準空気比

以上 

蒸気ボイラ

ー無し 
  

 

評価点 １ ０．５ ０ ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 排熱ボイラーを除く、空気比の調整が可能な全ての蒸気ボイラーの空気比の実績が管理され、その実施記

録がある場合は、次のアからイまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア 空気比の実績が、下表の目標空気比の判断基準を満たしている場合は、「目標空気比」とする。 

イ 空気比の実績が、下表の基準空気比の判断基準を満たしている場合は、「基準空気比」とする。 

□（２） 空気比の調整が可能な蒸気ボイラーが無い場合は、「蒸気ボイラー無し」を選択する。 

□（３） 空気比は、大気汚染防止法で規定されているばい煙量測定によるものとし、次の式１又は式２により算出す

る。年２回（半年に 1 回）測定されている場合は、両方を対象とする。ただし、メーカー等によるメンテナンス時

の報告書でもよいものとするが、年２回測定されていなければならない。 

空気比＝21×N2／(21×N2 – 79×（O2 - 0.5×CO)) ・・・（式１） 

空気比＝21／（21 － O2） ・・・（式２） 

ただし、O2：排ガス中の酸素濃度（％） 

N2：排ガス中の窒素濃度（％） 

CO：排ガス中の一酸化炭素濃度（％） 

空気比の判断基準 

※基準空気比は一定負荷燃焼時のボイラー出口測定値とする。 
※負荷率とはボイラー負荷率とする。混燃ボイラーは混燃率（発熱量ベース）の高い燃料に係る値を適用する。 
※「小型貫流ボイラー」とは、労働安全衛生法施行令第1条第4号に規定する小型ボイラーのうち、大気汚染防止法施行令別表
第 1（第 2 条関係）第 1 項に規定するボイラーに該当するものをいう。 

省エネ法「工場事業場判断基準」における燃
焼設備の基準空気比と目標空気比 

負荷率 
［％］ 

空気比（（）内数値が目標空気比） 

液体燃料 気体燃料 

ボイラー 

蒸発量が毎時 30 ﾄﾝ以上 
のもの 50～100 1.1～1.25 

（1.05～1.15） 
1.1～1.2 

（1.05～1.15） 

蒸発量が毎時 10 ﾄﾝ以上 
30 ﾄﾝ未満のもの 50～100 1.15～1.3 

（1.15～1.25） 
1.15～1.3 

（1.15～1.25） 

蒸発量が毎時 5 ﾄﾝ以上 
10 ﾄﾝ未満のもの 50～100 1.2～1.3 

（1.15～1.3） 
1.2～1.3 

（1.15～1.25） 

蒸発量が毎時 5 ﾄﾝ未満 
のもの 50～100 1.2～1.3 

（1.15～1.3） 
1.2～1.3 

（1.15～1.25） 

小型貫流ボイラー 100 1.3～1.45 
（1.25～1.4） 

1.25～1.4 
（1.2～1.35） 

検証チェック項目 根拠書類等 

□空気比の調整が可能な全ての蒸気ボイラーの空気比の実績で評価されて

いるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類及び判断基準と整合しているか。 

□除外する場合、 空気比の調整が可能な蒸気ボイラーが無いことを、根拠書

類で確認できるか。  

□ばい煙量等測定結果報告書 

□点検記録表 

□設備台帳 

□その他（               ） 
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評価項目の概要と特徴 

（１） 蒸気ボイラーの最適な空気比の管理により、「燃焼温度の低下」、「排ガス量の増加」、「機器効率の低下」等

を改善できるため、エネルギーの削減が可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  a．蒸気供給設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １a．２ 蒸気ボイラーの設定圧力の適正化 

評価内容 

全ての蒸気ボイラーの設定圧力が、蒸気使用端の必要圧力に対して、適正に調整されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
蒸気ボイラー 

無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 排熱ボイラーを除く、全ての蒸気ボイラーの設定圧力と、その系統の蒸気使用端の最も高い必要圧力との差

が、0.3MPa 以下に設定されている場合、又は蒸気ボイラーの下限圧力に設定されている場合であって、その

実施記録があるときは、「実施」を選択する。 

□（２） 蒸気ボイラーが無い場合は、「蒸気ボイラー無し」を選択する。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□蒸気ボイラーの設定圧力と、その系統の蒸気使用端の最も高い必要圧力との差

が、0.3MPa 以下に設定されているか、又は蒸気ボイラーの下限圧力に設定されて

いることを、根拠書類で確認できるか。 

□除外する場合、蒸気ボイラーが無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 蒸気ボイラーの運転圧力設定を２次側機器への必要供給圧力以上に上げて運転していることで、過剰な熱

源エネルギー消費となる。２次側機器の負荷の状況に応じて運転圧力を調整することで、過剰な圧力による

過剰な燃焼消費の抑制が可能となり CO2 削減につながる。 

（２） 実施手順の参考例 

ア 各供給箇所と減圧弁装置の設定圧力を確認。 

→設定圧力を竣工図、機器納入仕様書等で確認した上で、記録しておくことが重要である。 

イ 蒸気ボイラー運転圧力と二次側圧力に差があることを確認。 

ウ 蒸気ボイラー運転圧力の調整 

→蒸気ボイラー運転圧力を段階的に下げ、各供給箇所が必要設定圧力になるように調整 

→最も高い二次側供給圧力を必要とする供給箇所の圧力が下がり始めた時点が終了の目安である。 

（３） 調整を実施する上で留意点 

ア 減圧弁を通さず、直接蒸気を使用している機器や貫流ボイラーの場合は調整を実施することが難しいた

め、実施方法を製造業者等と共に検討する必要がある。 

イ ボイラーの運転圧力設定の変更は容易であるが、変更に際しては設備定格及び各供給箇所の設定蒸気

圧力の確認、減圧弁装置の調整が必要である。 

ウ 目盛と実際作動圧力には若干の誤差があるため、必ず実機での作動確認を行う必要がある。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項  １．ユーティリティ設備等の運用管理  ａ．蒸気供給設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １ａ．３ 部分負荷時の蒸気ボイラー運転の適正化 

評価内容 

部分負荷時の負荷に応じた蒸気ボイラー運転の適正化が、蒸気ボイラー群系統数に対して、どの程度の割合で実

施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
80%以上で

実施 

40%以上 80%

未満で実施 

40%未満で実施

又は実施無し 
蒸気ボイラー 

無し 
  

 

評価点 １ ０．５ ０ ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 蒸気ボイラー群で、部分負荷時に熱負荷に応じた運転の適正化が実施され、次のアからウまでの全てを満た

す場合は、蒸気ボイラー群系統数に対する割合を選択する。 

ア 熱負荷に対して、できる限り効率の良い熱源機器が優先的に運転されている。 

イ 蒸気量、蒸気圧力又は燃料消費量に対して、余分な蒸気ボイラーが運転しないように、台数制御が適正

に管理されている。 

ウ 蒸気量、蒸気圧力又は燃料消費量と蒸気ボイラーの運転パターンの相関がわかる書類が作成されてい

る。 

□（２） 蒸気ボイラーが無い場合、又は、1 台の蒸気ボイラーで蒸気供給システムが構成されている場合は、「蒸気ボ

イラー無し」を選択する。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□蒸気ボイラー群で、部分負荷時に熱負荷に応じた蒸気ボイラー運転の適正

化が実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□蒸気量、蒸気圧力又は燃料消費量と蒸気ボイラーの運転パターンの相関が

わかる書類が作成されているか。 

□蒸気ボイラー群系統数に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、蒸気ボイラーが無いこと、又は 1 台の蒸気ボイラーで蒸気供

給システムが構成されていることを、根拠書類で確認できるか。 

   

□運転実績データ 

□蒸気量、蒸気圧力又は燃料消費量と蒸気

ボイラーの運転パターンの相関がわかる資

料 

□その他（               ） 

  

評価項目の概要と特徴 

（１） 複数台の蒸気ボイラーで蒸気供給システムが構成されている場合、部分負荷時に運転効率が最適になるよう

制御されていることが多いが、負荷の状況によっては、蒸気ボイラーが発停を繰り返す現象が発生し、エネル

ギー消費量が増加することがある。このような場合、強制的に蒸気ボイラー運転台数を制限し、運転効率を高

めることで、蒸気供給エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

（２） 日常の時刻別負荷データと蒸気ボイラーの運転記録等により、実施を判断することが重要となる。 

（３） 蒸気ボイラー運転台数の適正化を実施している時の機器のトラブルを防止するため、時刻の各蒸気ボイラー

吐出圧力、二次側の供給圧力、還水温度等を監視して、実施する必要がある。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項  １．ユーティリティ設備等の運用管理  ａ．蒸気供給設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １ａ．４ 非使用エリアの蒸気供給バルブの閉止 

評価内容 

非使用エリアの蒸気供給バルブが閉止されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
非使用 

エリア無し 
蒸気無し   

 

評価点 １ ０ ― ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 非使用エリア※１の蒸気供給バルブが閉止されている場合であって、その実施記録があるときは、「実施」を選

択する。 

□（２） 非使用エリアが無い場合は、「非使用エリア無し」を選択する。 

□（３） 蒸気が無い場合、又は全ての蒸気が排熱（コージェネレーションの排熱を除く。）利用の場合は、「蒸気無し」

を選択する。 

 

※１：非使用エリアとは、概ね 12 時間以上使用していないエリアとする。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□非使用エリアの蒸気供給バルブが閉止されていることを、根拠書類で確認で

きるか。 

□除外する場合、非使用エリアが無いこと、蒸気が無いこと、又は全ての蒸気

が排熱（コージェネレーションの排熱を除く。）利用であることを、根拠書類で

確認できるか。 

  

  

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□竣工図 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 非使用エリアの蒸気供給バルブを閉止することで、蒸気ロスを抑制し、無駄な蒸気供給エネルギーの低減が

可能となり、CO2 削減につながる。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項  １．ユーティリティ設備等の運用管理  ａ．蒸気供給設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １ａ．５ 非使用時間帯の蒸気ボイラーの停止 

評価内容 

非使用時間帯の蒸気ボイラーの停止が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
非使用 

時間帯無し 

蒸気ボイラー 

無し 
  

 

評価点 １ ０ ― ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） いずれかの蒸気ボイラーで、非使用時間帯※１の停止が実施されている場合であって、その実施記録があると

きは、「実施」を選択する。ただし、電源供給停止により蒸気ボイラーに問題が生じるとメーカーが判断した場

合は、その機器に限り運転の停止のみでもよい。 

□（２） 蒸気利用設備が常時使用されている場合は、「非使用時間帯無し」を選択する。 

□（３） 蒸気ボイラーが無い場合は、「蒸気ボイラー無し」を選択する。 

 

※１：非使用時間帯とは、蒸気を概ね 12 時間以上使用していない時間帯とする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□蒸気ボイラーが、非使用時間帯に停止されていることを、根拠書類で確認で

きるか。 

□除外する場合、蒸気ボイラーが無いこと、又は非使用時間帯が無いことを、

根拠書類で確認できるか。 

  

  

□運転実績データ 

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 蒸気を使用しない時間帯に蒸気ボイラーの停止を行うことで、無駄な蒸気供給エネルギーの低減が可能とな

り、CO2 削減につながる。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項  １．ユーティリティ設備等の運用管理  ａ．蒸気供給設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ａ．６ 蒸気ボイラーの給水水質・ブロー量の管理 

評価内容 

全ての蒸気ボイラーの給水水質及びブロー量が、ブロー率 10%以下に管理されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
蒸気ボイラー

無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 排熱ボイラーを除く、全ての蒸気ボイラーの最大ブロー量が、ブロー率 10％以下に管理され、その実施記録

がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 蒸気ボイラーのブロー率は、重量又は体積から以下の式で算出する。 

     ブロー率＝ブロー量（ｋｇ/ｈ）／給水量（ｋｇ/ｈ） 

□（３） 蒸気ボイラーが無い場合は、「蒸気ボイラー無し」を選択する。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□全ての蒸気ボイラーの最大ブロー量が、ブロー率 10%以下に管理されている

ことを、根拠書類で確認できるか。 

□除外する場合、蒸気ボイラーが無いことを、根拠書類で確認できるか。 

  

□点検記録表 

□運転操作マニュアル 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 蒸気ボイラーのブローは、ボイラー内の水質を確保することが目的であるが、ブロー量が過大になると熱損失

が大きくなり、かつ給水量が増加することとなり、消費エネルギーが増大する。よって、ブロー量と水質を適正

に管理し、ブローによる熱損失と給水量の適正化を図ることで、熱源エネルギーの低減が可能となり CO2 削

減につながる。 

（２） ブロー量の管理・調整方法 

ア オーバーフロー（人為的に補給水を供給する） 

イ フロー管を取り付ける 

ウ 連続ブロー装置の設置 

ボイラー水濃度を一定に保つために、濃縮缶水のブローを連続して行うと共に、ボイラー給水と熱交換

して熱回収する装置。この場合、缶水濃度の極端な変動がなくなり、水質管理がしやすくなる。 

エ 自動ブロー装置の設置 

給水量やボイラー水質（電気伝導率）に応じて電磁弁等により自動的にブローを行う。 

（３） ボイラー内の伝熱管にスケール等が付着した場合、ボイラーの効率が低下し機器が劣化する。劣化を防止す

るため、ボイラーに入った硬度分の濃縮を許容限度内に抑えるように、ボイラー内の濃縮水の一部を排水す

ることが重要となる。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項  １．ユーティリティ設備等の運用管理  ａ．蒸気供給設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ａ．７ 蒸気配管の保温の確認 

評価内容 

蒸気配管及び蒸気還水配管の保温材の脱落が無いかを確認し適切に措置されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 蒸気無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 日常の点検項目として、蒸気配管の保温材の脱落が無いかの確認が設定されており、脱落があった場合に

適切に措置し、その実施記録がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 蒸気が無い場合、又は全ての蒸気が排熱（コージェネレーションの排熱を除く。）利用の場合は、「蒸気無し」

を選択する。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□日常点検項目として、保温材の脱落を確認する項目が設定された点検記録

表が作成されているか。 

□脱落があった場合の措置の方法及びその実施状況を、根拠書類で確認で

きるか。 

□除外する場合、蒸気が無いこと、又は全ての蒸気が排熱（コージェネレーシ

ョンの排熱を除く。）利用であることを、根拠書類で確認できるか。 

  

□点検記録表 

□実施報告書 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 蒸気配管及び蒸気還水配管の保温が脱落している場合は、配管からの熱損失が大きくなり、熱源エネルギ

ーの増加につながる。 

（２） 特に保守点検するバルブ類は確認を十分行い、保温材が脱落している場合は、早急に改善することで、熱

源エネルギーの増加を抑えることが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項  １．ユーティリティ設備等の運用管理  ａ．蒸気供給設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ａ．８ 蒸気ボイラーの起動時間の適正化 

評価内容 

全ての蒸気ボイラーの起動時間が、季節によって、使用開始時間に合わせて適正に管理されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
蒸気ボイラー 

無し 
   

 
評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 全ての蒸気ボイラーの起動時刻が、季節等により調整され、その実施記録がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 蒸気ボイラーが無い場合、又は全ての蒸気ボイラーが24時間運転のみの場合は、「蒸気ボイラー無し」を選択

する。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□全ての蒸気ボイラーの起動時刻を季節により調整していることを、根拠書類

で確認できるか。 

□除外する場合、蒸気ボイラーがないこと、又は２４時間運転していることを、根

拠書類によって確認できるか。 

  

  

□運転実績データ 

□運転操作マニュアル 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 季節を問わず年間を通して同じ時間帯に蒸気ボイラーの運転を開始している場合は、蒸気使用設備の蒸気

使用量が外気温によって変化するため、供給圧力に達する時刻が早くなる。この場合に、供給圧力に合わせ

て蒸気ボイラーの運転時刻を遅くすることで、蒸気ボイラーの運転時間が短くなるため、熱源エネルギーの低

減が可能となり、CO2 削減につながる。 

（２） 蒸気ボイラーによっては、起動時間に差があるため、メーカーに確認した上で設定する必要がある。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項  １．ユーティリティ設備等の運用管理  ａ．蒸気供給設備 

評価分類 No. 評価項目 

＋ １ａ．９ スチームトラップの効果検証の実施 

評価内容 

最適なスチームトラップを選定するために、効果検証が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 最適なスチームトラップを選定するために、効果検証が実施され、その実施記録がある場合は、「実施」を選択

する。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□最適なスチームトラップの選定に関する効果検証が実施されていることを、

根拠書類で確認できるか。 

 

  

□検証実施記録 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） スチームトラップの不良率が高いと蒸気漏洩が発生して、蒸気供給エネルギー消費が増大する。効果検証を

実施して最適なスチームトラップを選定することで不良率を下げることができる。スチームトラップの不良による

蒸気ロスを抑制し、無駄な蒸気供給エネルギーの低減が可能となり、CO2 削減につながる。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項 １．ユーティリティ設備等の運用管理 ｂ．熱源・熱搬送設備、冷却設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １ｂ．１ 燃焼機器の空気比の管理 

評価内容 

直焚吸収冷温水機等の全ての燃焼機器の空気比が、どの程度に管理されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 目標空気比 基準空気比 
基準空気比 

以上 
燃焼機器無し   

 

評価点 １ ０．５ ０ ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 蒸気ボイラー及び熱源機器以外のものを除く、空気比の調整が可能な全ての燃焼機器の空気比の実績が管

理され、その実施記録がある場合は、次のアからイまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア 全ての燃焼機器が下表の目標空気比の判断基準を満たしている場合は、「目標空気比」とする。 

イ 全ての燃焼機器が下表の基準空気比の判断基準を満たしている場合は、「基準空気比」とする。 

□（２） 空気比の調整が可能な燃焼機器が無い場合は、「燃焼機器無し」を選択する。 

□（３） 空気比は、大気汚染防止法で規定されているばい煙量測定によるものとし、次の式 1 又は式 2 により算出す

る。年２回（半年に 1 回）測定されている場合は、両方を対象とする。ただし、メーカー等によるメンテナンス時

の報告書でもよいものとするが、年２回測定されていなければならない。 

空気比＝21×N2／(21×N2 – 79×(O2 - 0.5×CO)) ・・・（式 1） 

空気比＝21／（21 － O2） ・・・（式 2） 

ただし、O2：排ガス中の酸素濃度（％） 

N2：排ガス中の窒素濃度（％） 

CO：排ガス中の一酸化炭素濃度（％） 

 

空気比の判断基準 
 

 

 

 

 

 

※ 基準空気比は一定負荷燃焼時の燃焼機器出口測定値とする。 

省エネ法「工場事業場判断基準」等にお

ける燃焼設備の基準空気比※と目標空気

比 

空気比（（）内数値が目標空気比） 

液体燃料 気体燃料 

直焚吸収冷温水機、温水ボイラー等 
1.2～1.3 

（1.15～1.3） 

1.2～1.3 

（1.15～1.25） 

検証チェック項目 根拠書類等 

□空気比の調整が可能な全ての燃焼機器の空気比の実績で評価されているか。 

□評価書の選択肢が、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、 空気比の調整が可能な燃焼機器が無いことを、根拠書類で確

認できるか。 

□ばい煙量等測定結果報告書 

□点検記録表 

□設備台帳 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 直焚吸収冷温水機等の燃焼機器では空気比の管理が実施されていない場合、「燃焼温度の低下」、「排ガス

量の増加」、「機器効率の低下」等となるため、最適な空気比管理をすることでエネルギーの削減が可能となり

CO2 削減につながる。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項 １．ユーティリティ設備等の運用管理 ｂ．熱源・熱搬送設備、冷却設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．２ 冷凍機の冷却水温度設定値の調整 

評価内容 

全ての冷凍機の冷却水温度設定値が、冷凍機の冷却水下限温度を目標に調整されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
水冷冷凍機 

無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 全ての冷凍機の冷却水下限温度を把握し、それを目標に冷凍機冷却水温度設定値が調整され、その実施

記録がある場合は、「実施」を選択する。ただし、ターボ冷凍機と直焚吸収冷温水機が同一の冷却水系統の

場合の冷却水温度設定値は、直焚吸収冷温水機の冷却水下限温度とする。 

□（２） 水冷冷凍機が無い場合は、「水冷冷凍機無し」を選択する。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□全ての冷凍機の冷却水下限温度が根拠書類で確認できるか。 

□冷凍機の冷却水温度設定値が、冷凍機の冷却水下限温度を目標に調整さ

れていることを、根拠書類で確認できるか。 

□除外する場合、水冷冷凍機が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□運転実績データ 

□運転操作マニュアル 

□メーカー回答書（押印書類） 

□機器完成図 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 冷凍機は、冷却水入口温度が低くなるほど冷凍機の効率が良くなる。したがって、可能な限り冷却水設定温

度を下げて、冷凍機効率を向上させることで、熱源エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

（２） 冷却水温度を下げると冷却塔のファン動力が増加する場合もあるので、十分な検討が必要である。又、熱源

機器には、冷却水入口温度の下限値があるので、機器メーカーに確認して実施する必要がある。 

 

冷凍容量（％） 
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異なる冷却水入口温度における 

遠心冷凍機の容量制御特性 

 

冷却水入口温度を変化させた場合の冷凍

能力の変化（ガス焚冷温水発生機） 

［出典］「新版 省エネチューニングマニュアル」（財）省エネルギーセンター（平成 20 年 3 月） 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項 １．ユーティリティ設備等の運用管理 ｂ．熱源・熱搬送設備、冷却設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．３ 冷温水管等の保温の確認 

評価内容 

冷温水管等の保温材の脱落が無いかを確認し適切に措置されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
冷温水管等 

無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 日常の点検項目として、冷温水管等の保温材の脱落が無いかの確認が設定されており、脱落があった場合

に適切に措置し、その実施記録がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 冷温水管等が無い場合は、「冷温水管等無し」を選択する。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□日常点検項目として、保温材の脱落を確認する項目が設定された点検記録

表が作成されているか。 

□脱落があった場合の措置の方法及びその実施状況を、根拠書類で確認でき

るか。 

□除外する場合、冷温水管等が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□点検記録表 

□実施報告書 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 冷温水・蒸気配管の保温が脱落している場合は、配管からの熱損失が大きくなり、熱源エネルギーの増加に

つながる。又、冷水配管の保温材が脱落している場合は、結露が生じて他の建材に悪影響を及ぼすこともあ

り、パイプシャフトや天井裏の配管にも注意が必要となる。 

（２） 特に保守点検するバルブ類は確認を十分行い、保温材が脱落している場合は、早急に改善することで、熱

源エネルギーの増加を抑えることが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項 １．ユーティリティ設備等の運用管理 ｂ．熱源・熱搬送設備、冷却設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．４ インバータ制御系統のバルブの開度調整 

評価内容 

インバータ制御系統の熱源ポンプ回りの全てのバルブが全開になるように調整されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
対象 

ポンプ無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） インバータ制御系統の熱源ポンプ回りの全てのバルブが全開になるように調整され、その実施記録がある場

合は、「実施」を選択する。 

□（２） バルブを全開にするとトリップしてしまう系統に限っては、トリップしない程度までバルブ開度が開放されている

場合は、全開と見なす。 

□（３） インバータ制御を導入している熱源ポンプが無い場合は、「対象ポンプ無し」を選択する。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□インバータ制御を導入している熱源ポンプ周りの全てのバルブが全開で調整

されていることを、根拠書類で確認できるか。 

□サンプリングしたインバータ制御を導入している熱源ポンプ回りのバルブが全

開になっていることを、現地で確認できるか。 

□除外する場合、インバータ制御を導入している熱源ポンプが無いことを、根拠

書類で確認できるか。 

 

□点検記録表 

□実施報告書 

□竣工図 

□その他（               ） 

□現地確認（             ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） インバータ制御を導入しているポンプ系統の流量調整をバルブの開度で行っている場合があるが、バルブ抵

抗分が余分なエネルギー消費となっている。バルブを全開にして、インバータ周波数で流量を調整すること

で、水搬送エネルギーを低減することが可能となり CO2 削減につながる。 

（２） バルブの開度で調整されていないか、現場で確認することが重要となる。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項 １．ユーティリティ設備等の運用管理 ｂ．熱源・熱搬送設備、冷却設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．５ 熱源不要期間の熱源機器等停止 

評価内容 

熱源機器及び熱源ポンプで、熱源不要期間の電源供給停止、又は夜間の運転停止が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 対象機器無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 熱源機器及び熱源ポンプで、熱源不要期間の電源供給停止、又は夜間の運転停止が実施され、次のアから

ウまでのいずれかに該当する場合は、「実施」を選択する。 

ア いずれかの熱源機器及び関連する熱源ポンプで、中間期、夏季の温熱源系統、冬季の冷熱源系統等の

電源供給停止が実施され、その実施記録がある。 

イ いずれかの熱源群において、全ての熱源機器及び関連する熱源ポンプで、夜間運転の停止が実施され、

その実施記録がある。 

ウ 地域冷暖房受入の蒸気配管の元バルブを夏季に閉止し、その実施記録がある。 

□（２） 次のアからエまでのいずれかに該当する場合は、「対象機器無し」を選択する。 

ア 熱源機器が無い。 

イ 全ての冷熱源群及び温熱源群が年間を通して連続運転している。 

ウ 熱源機器が無く、熱源ポンプのみで実施している。 

エ 全ての熱源機器で、電源供給停止により熱源機器に問題が生じるとメーカーが判断している。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□熱源機器及び熱源ポンプで、熱源不要期間の電源供給停止、又は夜間の運

転停止が実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

 

□運転実績データ 

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□メーカー回答書（押印書類） 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 熱源が不要な期間又は夜間に、熱源機器及び空調用ポンプの電源供給停止、又は夜間の運転停止を行う

ことで、無駄な熱源エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

（２） 夏季の除湿再熱が不要な施設、又は夜間に空調機等を停止している施設は、電源供給停止又は夜間の運

転停止が可能である。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項 １．ユーティリティ設備等の運用管理 ｂ．熱源・熱搬送設備、冷却設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．６ 空調停止時の熱源運転時間の短縮 

評価内容 

熱源機器が空調停止時間の前に停止されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
24 時間空調 

対応 
熱源機器無し   

 

評価点 １ ０ ― ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 全ての熱源機器（24 時間空調対応※１を除く。）が、空調停止時間の 15 分以上前に停止され、その実施記録

がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 全ての熱源機器が 24 時間空調対応である場合は、「24 時間空調対応」を選択する。 

□（３） 熱源機器が無い場合は、「熱源機器無し」を選択する。 

 

※１：24 時間空調対応とは、24 時間空調の系統がある場合、又は事務室等の残業空調対応に 24 時間対応できるようになって

いるものとする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□24 時間空調対応を除く全ての熱源機器を、空調停止時間の 15 分以上前に

停止し、空調２次ポンプのみで対応していることを、根拠書類で確認できる

か。 

□除外する場合、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 空調停止時刻前に熱源機器を停止し、ポンプ運転のみで空調することで、熱源エネルギーの低減が可能と

なり、CO2 削減につながる。 

（２） 室内環境に問題ないことを十分確認し、関係者と十分協議した上で実施する必要がある。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項 １．ユーティリティ設備等の運用管理 ｂ．熱源・熱搬送設備、冷却設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．７ 熱源機器の冷温水出口温度設定値の調整 

評価内容 

熱源機器の効率向上のために、冷温水出口温度設定値が調整されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 熱源機器無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 熱源機器の効率向上のために、いずれかの熱源機器の冷温水出口温度設定値の調整※１が実施され、その

実施記録がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 熱源機器が無い場合は、「熱源機器無し」を選択する。 

 

※１：冷温水出口温度設定値の調整とは、温水ボイラーを含む熱源機器からの冷温水、冷水、温水の出口温度を季節ごとに

（季節により負荷が変わらない場合は、年間を通して）調整し、できる限り効率の良くなる水温に設定することとする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□熱源機器の冷温水出口温度設定値を季節ごとに調整し、できる限り効率

の良くなる水温に設定されていることを、根拠書類で確認できるか。 

□除外する場合、熱源機器が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□点検記録表 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 熱源機器の冷温水出口温度は、設計値又はピーク負荷時と同じ温度に年間通じて設定されていることが多

く、季節や熱負荷状況に応じて、冷温水出口温度設定を調整することで、熱源エネルギーの低減が可能とな

り CO2 削減につながる。 

（２） 冷房運転では冷水出口温度を高めに設定し、暖房運転では温水出口温度を低めに設定することで、機器効

率が向上する。 

（３） 燃焼系機器の暖房運転では、温水出口温度を低めに設定しても、機器効率はあまり変わらないが、配管系で

の放熱ロスが低減されるため、熱源エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項 １．ユーティリティ設備等の運用管理 ｂ．熱源・熱搬送設備、冷却設備 

評価分類 No. 評価項目 

＋ １ｂ．８ 部分負荷時の熱源運転の適正化 

評価内容 

部分負荷時の負荷熱量に応じた熱源機器運転の適正化が、熱源群系統数に対して、どの程度の割合で実施され

ているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
80%以上で 

実施 

40%以上 80% 

未満で実施 

40%未満で実施

又は実施無し 
   

 

評価点 １ ０．５ ０    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 熱源群で、部分負荷時に熱負荷に応じた熱源機器運転の適正化が実施され、次のアからエまでの全てを満

たす場合は、熱源群全系統数に対する割合を選択する。 

ア 熱源群の負荷熱量が熱量計により計量できている。 

イ 熱負荷に対して、できる限り効率の良い熱源機器を優先的に運転している。 

ウ 熱負荷に対して、余分な熱源機器が運転しないように、熱源機器の定格能力又は最高効率点の能力で台

数制御を適正に管理している。 

エ 熱負荷と熱源機器の運転パターンの相関がわかる書類が作成されている。 
 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□熱源群で、部分負荷時に熱負荷に応じた熱源機器運転の適正化が実施さ

れ、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□熱負荷と熱源機器の運転パターンの相関がわかる書類が作成されている

か。 

□熱源群全系統数に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

 

□運転実績データ 

□熱負荷と熱源機器の運転パターンの相関

がわかる書類 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 複数台の熱源機器で熱源システムが構成されている場合、部分負荷時に運転効率が最適になるよう制御さ

れていることが多いが、熱負荷の状況によっては、熱源機器が発停を繰り返す現象が発生し、エネルギー消

費量が増加することがある。このような場合、強制的に熱源運転台数を制限し、運転効率を高めることで、熱

源エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

（２） 日常の時刻別熱負荷データと熱源機器の運転記録等により、実施を判断することが重要となる。 

（３） 熱源運転台数の適正化を実施している時の機器のトラブルを防止するため、時刻の各熱源機器出入口温

度、二次側の往温度、還温度、外気温湿度等を監視して、実施する必要がある。尚、室内側で精密な温湿度

制御を行っている空調ゾーンがある場合は、慎重に検討したうえで実施する必要がある。 

 

部分負荷時における運転台数制御の適正化 ［出典］「省エネチューニングガイドブック」（財）省エネルギーセンター 
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Ⅲ．設備及び事業所の運用に関する事項 １．ユーティリティ設備等の運用管理 ｂ．熱源・熱搬送設備、冷却設備 

評価分類 No. 評価項目 

＋ １ｂ．９ 部分負荷時の熱源ポンプ運転の適正化 

評価内容 

部分負荷時の負荷熱量に応じた熱源ポンプ運転の適正化が、熱源 2次ポンプ群及び冷却水ポンプ群系統数に対

して、どの程度の割合で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
80%以上で 

実施 

40%以上 80% 

未満で実施 

40%未満で実施

又は実施無し 
   

 

評価点 １ ０．５ ０    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準  

□（１） 熱源２次ポンプ群※１及び冷却水ポンプ群※２で、部分負荷時に熱負荷に応じた熱源ポンプ運転の適正化が実

施され、熱源２次ポンプ群は次のアからエまでの全てを、冷却水ポンプ群は次のオを満たす場合は、熱源２

次ポンプ群及び冷却水ポンプ群全系統数に対する割合を選択する。 

ア 熱源２次ポンプ群の負荷熱量が熱量計により計量できている。 

イ 熱負荷に対して、余分な熱源２次ポンプが運転しないように、定格能力又は最高効率点の能力で台数制

御を適正に管理している。 

ウ 負荷熱量に対して過大な台数で運転している場合、又は送水温度差が小さい場合は、除外運転の実施、

インバータ及び末端差圧の下限設定値の見直しなど、適正な措置を施している。 

エ 熱負荷と熱源２次ポンプの運転台数の相関がわかる書類が作成されている。 

オ 水熱源パッケージ形空調機及び冷却装置の負荷流量に対して、余分な冷却水ポンプが運転しないよう

に、定格能力又は最高効率点の能力で台数制御を適正に管理していることを条件とする。 

 

※１：熱源２次ポンプ群とは、冷水、温水又は冷温水の同一配管系統に、複数台の熱源２次ポンプを組み合わせ、ひとつのポン

プ群として熱負荷に応じて運転するものとする。 

※２：冷却水ポンプ群とは、水熱源パッケージ形空調機の冷却水の同一配管系統に、複数台の冷却水ポンプを組み合わせ、

ひとつのポンプ群として水熱源パッケージ形空調機の負荷流量に応じて運転するものとする。 

検証チェック項目 根拠書類等 

□熱源２次ポンプ群で、部分負荷時に熱負荷に応じた熱源ポンプ運転の適正

化が実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□熱負荷と熱源２次ポンプの運転台数の相関がわかる書類が作成されている

か。 

□冷却水ポンプ群で、水熱源パッケージ形空調機及び冷却装置の負荷流量に

応じた空調用ポンプ運転の適正化が実施され、判断基準及び根拠書類と整

合しているか。 

□熱源２次ポンプ群及び冷却水ポンプ群全系統数に対する割合を、根拠書類

で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

 

□運転実績データ 

□熱負荷と熱源２次ポンプの運転台数の相

関がわかる書類 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 同一系統又は同一熱源群に空調用ポンプを複数台設置し、負荷に応じて台数制御を行っている場合は、負

荷に対して過剰な台数で運転しないようにし、流量と温度差、負荷熱量を基に適正な台数制御を行うことで、

無駄な水搬送エネルギーの削減が可能となり CO2 削減につながる。 

 




